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表紙

第49期 定時株主総会

招集ご通知
　

開 催
日 時

　

2023年７月６日（木曜日）
午前10時（受付開始は午前９時30分）
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開 催
場 所

　

大阪市中央区南船場2丁目12番22号
TKPガーデンシティ心斎橋南船場　2階
「バンケット２A」
※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総
会会場ご案内」をご参照のうえ、お間違いのないよう
お願い申し上げます。

インターネットまたは書面（郵送）による議決権行使期限

インターネットまたは書面（郵送）により議決権をご行使くだ
さいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2023年7月5日（水曜日）午後6時00分まで

　

証券コード：4750

　本株主総会に関しましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置
事項を掲載した書面をお送りしております。
　なお、ご出席の株主様へのお土産はとりやめとさせていただいております。何卒ご理
解賜りますようお願い申しあげます。
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株主各位

証券コード：4750
2023年６月19日

株 主 各 位
大阪市中央区南本町２丁目６番12号
株 式 会 社 ダ イ サ ン
代表取締役社長 藤 田 武 敏

【当社ウェブサイト】https://www.daisan-g.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/4750/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?
　Show=Show

敬　具

第49期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第49期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家情報」「IRニュース」　　
「第49期定時株主総会招集ご通知」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ダイサン」または「コー
ド」に当社証券コード「４７５０」を入力（半角）・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PＲ情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　インターネットまたは書面（郵送）による議決権の事前行使にあたっては、お手数ながら株主総会
参考書類をご検討のうえ、後述の「議決権行使についてのご案内」に従って、2023年７月５日（水
曜日）当社営業時間終了の時（午後6時00分）までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあ
げます。

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2023年７月６日（木曜日）午前10時（受付開始は午前9時30分）
２．場 所 大阪市中央区南船場2丁目12番22号

TKPガーデンシティ心斎橋南船場　2階「バンケット２A」
※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内」をご参照
　のうえ、お間違いのないようお願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第49期（2022年４月21日から2023年４月20日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第49期（2022年４月21日から2023年４月20日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

記

以　上

▶当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

▶本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記
載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきまして
は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

　①連結計算書類の以下の事項
　　連結注記表
　②計算書類の以下の事項
　　個別注記表
　③事業報告の以下の事項
　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　　剰余金の配当等の決定に関する方針
▶電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記の各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修

正後の事項を掲載させていただきます。

＜株主様へのお願い＞
　当日は、「COOL BIZ（クールビズ）」にてご対応いたします。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時
　2023年 7 月 ６ 日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）　

インターネットで議決権を行使される場合

議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

行使期限
　2023年 7 月 ５ 日（水曜日）午後６時０0分入力完了分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利
用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますの
でご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は株主様
のご負担となります。

　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　2023年 7 月 ５ 日（水曜日）午後６時０0分到着分まで 　

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法によりご行使いただくことができます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権をご行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱
わせていただきます。

※ インターネットと書面（郵送）により重複して議決権をご行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有
効とさせていただきます。

※ ご返送いただいた議決権行使書用紙において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成の表示があったものとして
取り扱います。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 4 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

み

三
 

　
うら

浦
 

　
もと

基
 

　
かず

和
(1949年10月５日生)

再任
取締役在任期間47年7ヵ月

    1974年    4 月 当社入社
    1975年    12月 当社専務取締役
    1982年    7 月 当社代表取締役社長
    2015年    4 月 当社代表取締役会長（現任）

228,000株

（取締役候補者とした理由）
40年以上、当社の代表取締役として経営を行い、現在の業界での地位を築き上げた実績と経験、
ならびに一般社団法人仮設工業会の理事を20年以上務めるなど、これまで業界全体の地位向上に
貢献してきたことを評価し、取締役の候補者として適任であると判断していることから、選任を
お願いするものであります。

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）４名全員は
本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、本議案について、監査等委員会より、候補者４名については、これまでの経営実績から
事業運営に精通していると判断し、適任であることの意見がなされています。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 5 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

ふじ

藤
 

　
た

田
 

　
たけ

武
 

　
とし

敏
(1968年11月20日生)

再任
取締役在任期間16年

    1993年    10月 当社入社
    2000年    6 月 当社大阪サービスセンター係長
    2001年    4 月 当社第一営業企画部課長
    2002年    4 月 当社営業企画部部長
    2003年    2 月 当社住環境事業部部長
    2003年    7 月 当社執行役員住環境事業部部長
    2005年    10月 当社執行役員住環境事業部リーダー
    2007年    7 月 当社取締役
    2008年    3 月 当社営業本部長
    2011年    11月 当社施工営業本部長兼

近畿・京滋東海エリア統括部長
    2013年    10月 当社専務取締役
    2014年    2 月 当社施工営業本部長
    2015年    4 月 当社代表取締役社長（現任）
    2016年    6 月 当社営業本部長
    2019年    10月 DRC株式会社　取締役（現任）
    2022年    12月 株式会社システムイン国際　取締役

　　　　　　（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社システムイン国際　取締役

13,000株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、複数の事業と要職を経験し、事業基盤の基礎を構築した実績と、その手腕を評価し
ております。また、将来を見据えた新市場・新販路の開拓、海外事業展開、新たなビジネスモデ
ル・デジタル化推進のための積極的な投資、当社の認知度向上のためのIR活動など、様々な経営課
題に対し率先して取り組む姿勢は、当社の成長に力強く貢献いただけると考え、取締役の候補者と
して適任であると判断していることから、選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

さが

相
 

　
ら

良
 

　
まさ

正
 

　
ひろ

弘
(1972年３月14日生)

再任
取締役在任期間２年

    1992年    9 月 当社入社
    2002年    3 月 当社熊本サービスセンター　 副所長
    2005年    10月 当社レンタル事業本部付
    2006年    2 月 当社神奈川サービスセンター

リーダー
    2007年    1 月 当社関東エリア　統括部長
    2008年    3 月 当社首都圏ブロック　ブロック長
    2011年    9 月 当社首都圏エリア　エリア長
    2015年    7 月 当社執行役員　首都圏エリア エリア長
    2016年    11月 当社執行役員

施工サービス本部　副本部長
    2017年    2 月 当社執行役員

施工サービス本部　本部長
    2020年    6 月 当社執行役員　施工サービス本部

本部長兼　首都圏東・西エリア　統括
    2021年    4 月 当社執行役員

施工サービス事業部　事業部長兼
首都圏地域統括部長

    2021年    7 月 当社取締役
施工サービス事業部　事業部長兼
首都圏地域統括部長

    2022年    4 月 当社取締役
施工サービス事業部　事業部長(現任)

2,600株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、足場施工に関する高い技術と知見を活かして、当社と請負スタッフをつなぐ役割を
担い、特に首都圏エリアの進出と展開に大きく貢献し、足場施工サービス事業における基盤を確立
した実績を評価しております。今後も事業に関わる責任者から、ベテラン・若手スタッフに対する
指導についても強いリーダーシップを発揮していただけると考え、取締役の候補者として適任であ
ると判断していることから、選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

４

すみ

角
 

　
や

谷
 

　
たけ

岳
 

　
し

志
(1981年９月22日生)

再任
取締役在任期間１年

    2010年    11月 当社入社
    2010年    11月 当社大阪サービスセンター
    2011年    7 月 当社経営企画室
    2014年    4 月 当社埼玉サービスセンター　営業課　チーフ
    2015年    8 月 当社埼玉サービスセンター　営業課　リーダー
    2016年    12月 当社埼玉サービスセンター　サービスセンター長
    2018年    3 月 当社首都圏東エリア　エリア長
    2018年    6 月 当社首都圏東エリア・首都圏西エリア　統括
    2018年    7 月 当社執行役員

首都圏東エリア・首都圏西エリア　統括
    2019年    5 月 当社執行役員　海外事業本部（現 グ

ローバル事業部）　部長
    2019年    7 月 Mirador Building Contractor Pte. 

Ltd.　Director
Golden Light House Engineering 
Pte. Ltd.　 Director
PM&I Pte. Ltd.（ 現 Daisan Asia 
Pacific Pte. Ltd.） Director

    2022年    5 月 Mirador Building Contractor Pte. 
Ltd.　Managing Director（現任）
Golden Light House Engineering Pte. 
Ltd.　Managing Director（現任）
PM&I Pte. Ltd.（ 現 Daisan Asia 
Pacific Pte. Ltd. ）  Managing 
Director（現任）

    2022年    7 月 当社取締役
    2023年    4 月 当社取締役

　　　　　　　グローバル事業部　事業部長（現任）
（重要な兼職の状況）
Mirador Building Contractor Pte. Ltd.
Managing Director
Golden Light House Engineering Pte. Ltd.
Managing Director
Daisan Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director

－株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、施工サービス事業において、大手顧客を中心とした販路開拓に精励し、2019
年５月の在外子会社取得後は現地へ出向の上、Directorの要職に就き、現場スタッフとの積極
的な交流と人財統制、事業拡大のための販路開拓を進めており、海外事業の基盤創りに貢献し
てきたことを評価しております。今後も当社グループにおける海外事業の位置付けは重要であ
り、将来を見据えた東南アジア市場でのビジネス展開に寄与していただけると考え、取締役の
候補者として適任であると判断していることから、選任をお願いするものであります。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 9 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

わ

和
 

　
だ

田
 

　
せい

誠
 

　
いち

一
(1961年7月24日生)

再任
監査等委員である

取締役在任期間８ヵ月

    1993年    3 月 当社入社
    1993年    3 月 当社福岡サービスセンター
    1993年    4 月 当社南福岡サービスセンター

セールス課
    1996年    10月 当社南福岡サービスセンター　所長
    1998年    2 月 当社広島サービスセンター

サービスセンター長
    2002年    2 月 当社中国エリア　統括部長
    2003年    1 月 当社営業企画部　部長
    2008年    3 月 当社大阪ブロック ブロック長
    2012年    6 月 当社近畿エリア　エリア長
    2014年    2 月 当社施工営業本部　副本部長
    2016年    6 月 当社施工サービス部　部長
    2017年    2 月 当社人財開発部　部長
    2019年    1 月 当社安全部　部長
    2021年    4 月 当社HR本部　教育統括部

部長兼安全管理部　部長
2022年11月 当社監査等委員である取締役（現任）

6,300株

（監査等委員である取締役候補者とした理由の概要）
当社に入社後、長年にわたり施工サービス事業の管理職を務め、特に安全衛生活動と人財育成に関
しては、社内外にノウハウを提供するなど、業界の課題に対する働きかけに尽力してきたことを評
価しております。今後も監査等委員として、当社における安全文化・安全衛生活動への助言等を通
じ、当社の発展に貢献いただけると考え、取締役の候補者として適任であると判断していることか
ら、選任をお願いするものであります。

第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査
等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、和田　誠一氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額と
しております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

－ 10 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

３．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 11 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

とよ

豊
 

　
だ

田
 

　
こう

孝
 

　
じ

二
(1968年2月3日生)

再任
監査等委員である

仮社外取締役在任期間4ヵ月
監査等委員である

社外取締役在任期間6年

    1991年    4 月 明治生命保険相互会社
　　　　　　（現 明治安田生命保険相互会社）入社
    1996年    10月 朝日監査法人

　　　　　　（現 有限責任 あずさ監査法人）入所
    2004年    10月 弁護士登録

弁護士法人三宅法律事務所入所
    2004年    11月 公認会計士登録
    2012年    4 月 アクシア法律会計事務所開設、

所長（現任）
    2017年    3 月 当社監査等委員である仮社外取締役
    2017年    7 月 当社監査等委員である社外取締役

　　　　　　（現任）
（重要な兼職の状況）
アクシア法律会計事務所 所長

ー株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
2017年3月より、当社の監査等委員である取締役の職務を一時行う者および監査等委員である取
締役として、当社の監査業務に従事いただいており、過去に社外役員となること以外の方法で会
社の経営に関与されたことはありませんが、弁護士および公認会計士としての実務を通じて培わ
れた専門知識とご経験、ならびに社外の立場により、新たな視点で当社の企業統治体制を監視、
監査いただけるものと考え、監査等委員である社外取締役の候補者として適任であると判断し、
選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．豊田　孝二氏は、監査等委員である社外取締役の候補者であります。なお、当社は同氏を一般株主と

利益相反のおそれがない高い独立性を有していると判断したため、東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き
続き独立役員とする予定であります。

３．当社は、豊田　孝二氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額と

－ 12 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

しております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
４．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 13 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

なる

成
 

　
すえ

末
 

　
な

奈
 

　
ほ

穗
(1974年10月28日生)

再任
監査等委員である

社外取締役在任期間2年

    2001年    10月 弁護士登録（大阪弁護士会）
    2003年    2 月 オルビス法律事務所に移籍
    2007年    3 月 弁護士法人化に伴い、

弁護士法人オルビスに移籍（現任）
    2008年    10月 大阪地方裁判所

民事調停官（非常勤裁判官）
    2021年    7 月 当社監査等委員である社外取締役

　　　　　　（現任）
（重要な兼職の状況）
弁護士法人オルビス　弁護士

ー株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
弁護士として多数の会社の企業法務の経験、大阪地方裁判所の建設関係紛争の集中部における非常
勤裁判官の経験もあり、当該知見を活かし、特に建設関連については専門的な観点から取締役の職
務執行に対する監督、助言いただくことを期待したためであります。
また、社外役員となること以外の方法で会社経営に関与されたことはありませんが、当社の経営方
針・経営戦略について、弁護士としての高い見識と専門的知識、ダイバーシティ等幅広い視点に基
づき、指摘・助言等をいただけることが期待されます。上記の理由により、監査等委員である社外
取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．成末　奈穗氏は、監査等委員である社外取締役の候補者であります。なお、当社は同氏を一般株主と
　　　　　利益相反のおそれがない高い独立性を有していると判断したため、東京証券取引所の定めに基づく独
　　　　　立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き
　　　　　続き独立役員とする予定であります。
　　　３．当社は、成末　奈穗氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償
　　　　　責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額と
　　　　　しております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

４．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執

－ 14 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

５．成末　奈穗氏の戸籍上の氏名は、猿木　奈穗（さるき　なほ）であります。

－ 15 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

中期経営計画での
重点分野

期待する専門性と経験

氏名
当社における

地位
年
齢

独
立
役
員

企
業
経
営

安
全
衛
生

営
業
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

財
務 

・ 

会
計

法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

業
界
知
見

人
財
育
成

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ

デ
ジ
タ
ル 

・ 

Ｉ
Ｔ

国
際
性

社
会
環
境

三浦　基和 代表取締役会長 73歳 ○ ○ ○ ○ ○

藤田　武敏 代表取締役社長 54歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

相良　正弘 取締役 51歳 ○ ○ ○ ○

角谷　岳志 取締役 41歳 ○ ○ ○ ○

和田　誠一
取締役

（監査等委員）
61歳 〇 〇 〇

豊田　孝二
社外取締役

（監査等委員）
55歳 ○ 〇 ○

成末　奈穗
社外取締役

（監査等委員）
48歳 〇 〇 〇

【ご参考】選任後の取締役会およびスキルマトリックス
　第1号及び第2号議案が原案どおり承認可決された場合における取締役会の構成および取締役に期待する主
な専門性と経験は以下のとおりです。

－ 16 －
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

おき

沖
 

　
もと

本
 

　　
かおる

薫
(1970年5月22日生)

1994年2月 当社入社
2001年6月 当社山口サービスセンター
　　　　　　　サポート課主任
2015年1月 当社山口サービスセンター
　　　　　　　SC長代理
2017年6月 当社山口サービスセンター　SC長
2019年6月 当社山口・山口東サ－ビスセンタ－

SC長
2020年6月 当社中国エリア　副エリア長
2022年4月 当社中国地域統括部　リーダー
　　　　　　（現任）

－株

（補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由）
当社に入社後、サービスセンター内の業務に携わり、その後、ＳＣ長、副エリア長の役職を務め、
中国地域の運営管理、業務改善に取り組まれた。現在は、中国地域の統括部においてリーダー職を
務め、サービスセンターの管理、業務改善のみならず、内部監査室の主査として、施工サービス事
業部全体の課題解決に向け貢献されている。施工サービス事業の業務内容に精通しており、今後の
事業所改善に尽力いただけると考え、補欠の監査等委員である取締役の候補者として、選任をお願
いするものであります。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令の定める監査等委員である取締役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠の監査等委員
である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
 ２．沖本　薫氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第１項の
       規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する
       予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定
       める最低限度額といたします。
 ３．当社は保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の3第1項に規定する役員等
       賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

       監査等委員である取締役に就任された場合には、同氏は当該契約の被保険者となります。当該
       契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の
       追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補することとしております。

以　　上
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当事業年度の事業の状況

（ 2022年 4 月21日から
2023年 4 月20日まで ）

（添付書類）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、感染症対策と社会経済活動の両立により緩やかな回
復の動きが継続したものの、世界的なインフレと金融引き締め政策、不安定な為替相場などに
より、予断を許さない状況が続きました。
　当社に関連の深い住宅業界について、新設住宅着工戸数は全体で昨年並みとなりましたが、
資材価格の高騰や住宅ローン金利への懸念などから注視が必要な状況が続きました。
　こうした状況において、当社では当事業年度を２年目とする中期経営計画を進めており、
「既存事業の再構築と事業間連携の強化」、「新市場の創造と東南アジアでのビジネス基盤確
立」、「未来社会に貢献するヒト創りと商品サービスの開発」、「ヒトとデジタル技術をつな
いだビジネス革新」、「ES(従業員満足)ファーストのガバナンス体制構築」を５つの重点戦略
として設定し、将来を見据えた収益性の高い事業構造への転換を進めております。
　当期間においては、インドネシアにおいてCADソフトによる足場計画図の作図と足場施工
の技能教育、IT教育を事業とする合弁会社PT DAISAN MINORI INDONESIAを設立しまし
た。また、社内業務の効率化を推進するデジタル人財を育成するため、IT関連のリスキリング
教育を実施いたしました。そのほか、物価上昇を背景とした一時手当の支給と、全社員を対象
とした給与のベースアップを実施しました。
　なお、全社業績に関して、売上高は伸長いたしましたが、利益はマイナスとなりました。こ
れは国内事業における給与の増額、外国籍スタッフの多数採用による人件費並びに諸経費の増
加、コロナ禍の規制緩和による活動費の増加、前年同期に投資有価証券売却益を計上していた
ことによるものです。海外事業においては、コロナ禍前の水準近くまで受注高は回復したもの
の、期首の規制期間における新たな労働力確保のための採用コスト増加、並びにコロナ関連の
助成金収入の減少等が利益圧迫の一因となりました。
　また、特別損失として、国内の営業拠点における固定資産の減損損失279百万円、Mirador 
Building Contractor Pte.Ltd.における固定資産の減損損失692百万円を計上いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度における売上高は10,512百万円(前年同期比8.4％増)、営業損
失63百万円(前年同期は営業損失16百万円)、経常損失1百万円(前年同期は経常利益79百万
円)、親会社株主に帰属する当期純損失1,016百万円(前年同期は親会社株主に帰属する当期純
利益50百万円)となりました。

　事業別の状況は、次のとおりであります。
　施工サービス事業につきましては、新設住宅着工の利用関係別戸数は、持家の減少が続く
中、貸家と分譲住宅は、コロナ禍前の水準近くまで増加いたしました。主要な取引先である大
手ハウスメーカーの住宅の受注は昨年並みを維持しました。
　このような状況の中、当事業においては中層大型建築物向けおよび戸建て分譲向けの売上が
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当事業年度の事業の状況

増えましたが、売上全体では微増にとどまりました。利益面では、入国制限中に採用を進めて
いた国外の施工スタッフの受け入れにより、施工力の拡充が進みましたが、稼働率は低い状況
が続きました。そのほか、さらなる受注量確保のため外部の施工ネットワーク構築と利用を進
めました。また、賃貸用仮設材について、受注量増加への備えとさらなる安全品質の向上のた
め、社内への投入量を増やしました。
　以上の結果、売上高は7,089百万円(前年同期比3.8％増)、売上総利益は2,020百万円(同
1.9％減)となりました。
　製商品販売事業につきましては、国内の企業収益が改善傾向にあることを背景に民間の建設
工事は持ち直しの動きが続きました。
　このような状況の中、建設用仮設機材のレンタル需要の高まりなどを背景としながら、全体
の売上高は微減となりました。製品別売上高では、次世代足場「レボルト®」については引き
合いが増えたことから過去最高を更新しました。また、鋼材等の原材料価格高騰による利益へ
の影響は、前期末から段階的に行った価格交渉により限定的なものとなりました。
　社内の取り組みとしては、生産管理および販売管理の基幹システムをリプレースし、セキュ
リティと操作性向上を進めました。
　以上の結果、売上高は1,602百万円(前年同期比2.2％減)、売上総利益は501百万円(同0.2％
減)となりました。
　海外事業につきましては、在外子会社のあるシンガポールでは、新型コロナウイルス感染症
に対する規制が撤廃されたことを背景に経済活動は活発なものとなりました。
　このような状況において、当事業では日系企業を中心とした販路開拓を進め、プラント向け
人材派遣を中心として受注高はコロナ禍前の水準近くまで回復いたしました。利益面では、外
国籍の現場スタッフの稼働率向上に努めた結果、当連結会計年度においては高い水準で推移し
ましたが、入国規制期間における採用コストの増加や、外注業者の利用機会が増えたため、想
定していた利益額を確保するには至りませんでした。
　以上の結果、売上高は1,752百万円(前年同期比50.7％増)、売上総利益は357百万円(同
51.8％増)となりました。
　その他の事業につきましては、業務受託料および保険代理店収入等で構成されており、売上
高は67百万円(前年同期比1.6％減)、売上総利益は53百万円(同4.9％増)となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額（有形、無形固定資産（のれんを除
く））は、342百万円であります。
　その主なものは、当社の福岡東サービスセンター・福岡東整備工場移転215百万円でありま
す。
　また、上記の他、施工サービス事業と海外事業において、賃貸用仮設材709百万円を投入し
ております。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より短期借入金として
1,792百万円の調達を行いました。
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直前３事業年度の財産および損益の状況の推移

区　　分
第46期 第47期 第48期 第49期

(当連結会計年度)
(2020年４月期) (2021年４月期) (2022年４月期) (2023年４月期)

売 上 高(百万円） 9,499 8,653 9,700 10,512
経常利益又は経常損失（△）(百万円） 257 177 79 △1
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

(百万円） 121 34 50 △1,016

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円） 18.99 5.42 7.82 △158.55

総 資 産(百万円） 10,397 10,000 10,216 10,097
純 資 産(百万円） 7,012 6,713 6,566 5,379

区　　分
第46期 第47期 第48期 第49期

(当事業年度)
(2020年４月期) (2021年４月期) (2022年４月期) (2023年４月期)

売 上 高(百万円） 8,570 7,766 8,537 8,759
経 常 利 益(百万円） 442 244 198 173
当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）(百万円） 298 100 168 △1,442

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円） 46.56 15.59 26.21 △225.00

総 資 産(百万円） 9,795 9,510 9,878 8,949
純 資 産(百万円） 7,055 6,999 6,956 5,379

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控
除）に基づき算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第48期の期首から
適用しており、第48期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

②　当社の財産および損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控
除）に基づき算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第48期の期首から
適用しており、第48期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

－ 21 －



株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

事
業
報
告

2023/06/08 8:15:29 / 23996770_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

会社名 当社の議決権比率 主要な事業内容

Mirador Building Contractor Pte. Ltd. 100.0％ 足場工事、熱絶縁工事、
塗装、電気設備工事

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(注) 2022年５月９日にて、Mirador Building Contractor Pte. Ltd.の株式を追加取得しており
ます。これにより、同社に対する当社の議決権比率が増加しております。

⑷　対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境として、日本国内では今後さらに若年層の減少と高齢化が進
み、単独世帯が増加していくものと想定されます。そのため、住宅業界については、新設住宅着
工は減少していくものと考えられ、雇用情勢としても足場関連の業界を含めて建設業に従事する
技能労働者は減少し続けると考えられます。在外子会社のあるシンガポールについては、日本と
同様に高齢化が続くことで、労働者不足と賃金上昇が進むものと想定されます。
　このような状況の中、当社グループでは、2022年4月期からの３事業年度を期間とする新た
な中期経営計画を作成いたしましたが、その内容は、持続可能な社会の実現に向けて当社グルー
プ全体で取り組むものであり、以下の課題を掲げております。

①　既存事業の再構築と事業間連携の強化
　これまでの事業運営では、部門の取引先や取り扱う商材、ノウハウを部門間で共有する機会
が少なかったため、各部独自の取引先を増やすことができ、また、技術を高めることができた
一方、営業活動や生産・施工活動が非効率となっておりました。そのため、今後は収益性を高
めるためにも、情報や人財の共有、デジタル技術の導入、部門統合、新規事業立上げのほか、
子会社を含めたグループ内での資源共有により、組織全体での営業体制を整え、事業間連携に
よるシナジーを発揮し、資源の効率化を図ると共に、お客様から、より選ばれる組織となるこ
とで、今まで以上に社会のニーズに応えてまいります。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

②　新市場の創造と東南アジアでのビジネス基盤確立
　当社に関連の深い戸建てを中心とする住宅市場や国内での人材が確保しにくくなる労働集約
型のビジネスは、今後、国による規制が緩和されない限り、縮小を続けるものと考えておりま
す。そのため、新たな収益源を確保するためにも、これまで蓄積してきた足場の技術や取引先
のネットワーク、業務効率化の仕組みを活用し、新たなマーケットに参入するほか、足場事業
以外の市場を創造してまいります。また、事業活動の地域については、東南アジアを中心とし
た国外に拡げることで、新たなビジネスの機会を創出してまいります。

③　未来社会に貢献するヒト創りと商品サービスの開発
　当社グループが関わる社会課題として、建設技能者の不足と高齢化、建設現場における墜転
落事故の防止、災害発生後の早期インフラの復旧などがあります。これまで社内で蓄積してき
た教育プログラムや企業文化をさらに発展、浸透させることで、高い技術と安全への強い使命
感を持つスタッフを増やしていくと共に、より安全な仮設資材や工事用の装備品、システムの
開発に注力することで、事故のない社会の実現に貢献してまいります。また、足場施工サービ
スを通じて得られた人財やノウハウを活かし、人手不足にある業界にアプローチすることで、
社会全体の課題にも取り組んでまいります。

④　ヒトとデジタル技術をつないだビジネス革新
　足場施工スタッフの大幅な増員は、今後も見込み難いと考えております。そのため、一人当
たりの生産性を向上し、収益性を高めることが求められていますが、これまで取り組んできた
施工管理システムを進化させるほか、IOT機器と連携したアプリケーションの開発、さまざま
なデータの見える化など、デジタル技術の積極的な採用を進めることで、生産性を上げるだけ
でなく、スタッフの負担削減にも取り組んでまいります。また、社内で採用するデジタル技術
を社外にも提供することで、社会全体での生産性向上に貢献してまいります。

⑤　ＥＳ（従業員満足）ファーストのガバナンス体制構築
　当社グループでは、会社が永続するために最も大事にすべきはスタッフである従業員と考え
ております。スタッフの働く環境や待遇の向上は、お客様に対する対応品質の向上に繋がり、
お客様の満足度が向上すれば収益が向上し、結果として企業価値が高まると捉えております。
そのため、従業員が最大限に満足して働くことができるよう、統治体制の見直しを進め、多様
な働き方の実現、充実した福利厚生制度のほか、全てのスタッフが成長を実感できる教育体系
の構築を目指して取り組んでまいります。
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主要な事業内容

⑸　主要な事業内容（2023年４月20日現在）
　当社グループは、施工サービス事業、製商品販売事業、海外事業およびその他の事業を行って
おりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。
①　施工サービス事業
　クサビ式足場「ビケ足場®」次世代足場「レボルト®」等の施工サービス・部材のレンタル

②　製商品販売事業
　建築金物・仮設機材の製造・販売（ビケ部材のほか、中高層建築や橋梁などで使用される一
般仮設材）

③　海外事業
　シンガポールにて主にプラントのメンテナンス向けに、足場工事を中心とした熱絶縁工事や
電気工事などの付帯工事

④　その他の事業
　業務受託および保険代理店ほか
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主要な営業所および工場

（ 名 　 　 　 称 ） （ 所 　 在 　 地 ） （ 名 　 　 　 称 ） （ 所 　 在 　 地 ）

本 社 大 阪 市 中 央 区 広島サービスセンター 広 島 市 安 佐 南 区

堺 工 場 堺 市 中 区 広島東サービスセンター 広 島 県 東 広 島 市

商 品 セ ン タ ー 堺 市 中 区 福山サービスセンター 広 島 県 福 山 市

東 京 支 店 東 京 都 港 区 山口東サービスセンター 山 口 県 岩 国 市

九 州 支 店 福 岡 県 古 賀 市 岡山サービスセンター 岡 山 県 倉 敷 市

埼玉サービスセンター 埼 玉 県 所 沢 市 福岡サービスセンター 福 岡 県 古 賀 市

神奈川サービスセンター 相 模 原 市 南 区 福岡西サービスセンター 福 岡 県 糸 島 市

川崎サービスセンター 川 崎 市 川 崎 区 福岡東サービスセンター 福 岡 県 行 橋 市

横浜サービスセンター 横 浜 市 金 沢 区 北九州サービスセンター 北 九 州 市 八 幡 西 区

埼玉東サービスセンター 埼 玉 県 草 加 市 山口サービスセンター 山 口 県 下 関 市

千葉サービスセンター 千 葉 県 印 西 市 熊本サービスセンター 熊 本 市 東 区

埼玉北サービスセンター 埼 玉 県 久 喜 市 熊本北サービスセンター 熊 本 県 玉 名 郡 南 関 町

滋賀サービスセンター 滋 賀 県 草 津 市 福岡南サービスセンター 福 岡 県 久 留 米 市

京都サービスセンター 京 都 府 亀 岡 市 大分サービスセンター 大 分 県 大 分 市

名古屋サービスセンター 名 古 屋 市 南 区 大 阪 整 備 工 場 堺 市 中 区

三重サービスセンター 三 重 県 亀 山 市 神 戸 北 整 備 工 場 神 戸 市 北 区

大阪サービスセンター 堺 市 中 区 福 岡 南 整 備 工 場 福 岡 県 久 留 米 市

大阪北サービスセンター 大 阪 府 枚 方 市 福 岡 東 整 備 工 場 福 岡 県 行 橋 市

兵庫サービスセンター 兵 庫 県 加 古 川 市 埼 玉 整 備 工 場 埼 玉 県 狭 山 市

神戸北サービスセンター 神 戸 市 北 区 三 重 整 備 工 場 三 重 県 亀 山 市

Mirador Building Contractor Pte. Ltd. シンガポール

⑹　主要な営業所および工場（2023年４月20日現在）
①　当社

②　子会社
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従業員の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 従業員数 前連結会計年度末比
増減

施工サービス事業 381名 （186名） 1名増 （42名増）

製商品販売事業 54名 （28名） 4名減 （1名増）

海外事業 114名 （370名） 4名増 （130名増）

その他 3名 （－） － （－）

全社（共通） 46名 （4名） 20名減 （7名減）

合計 598名 （588名） 19名減 （166名増）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

484名(218名） 23名減（36名増） 37.9歳 10.5年

⑺　従業員の状況（2023年４月20日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員・常用パート・外国人技能実習生を含む。）は
　　　（　）外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員・常用パート・外国人技能実習生を含む。）は
　　　（　）外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,244,020千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,156,969千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 150,000千円

⑻　主要な借入先（2023年４月20日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

⑴　発行可能株式総数 26,000,000株
⑵　発行済株式の総数 7,618,000株（自己株式 1,205,162株を含む）
⑶　株主数 3,007名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 和 顔 1,411,000株 22.00％

ダ イ サ ン 取 引 先 持 株 会 526,900 8.22

ダ イ サ ン 従 業 員 持 株 会 289,881 4.52

大 原 春 子 237,700 3.71

三 浦 民 子 228,000 3.56

三 浦 基 和 228,000 3.56

金 沢 昭 枝 203,000 3.17

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 200,000 3.12

三 浦 宣 子 128,000 2.00

角 谷 清 美 96,000 1.50

三 浦 星 美 96,000 1.50

岩 藤 摩 美 96,000 1.50

２．株式の状況（2023年４月20日現在）

⑷　大株主（上位12名）

（注）　１．上記のほか、自己株式が1,205,162株あります。
２．持株比率は自己株式（1,205,162株）を控除して計算しております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

３．新株予約権等の状況
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 三 浦 基 和

代 表 取 締 役 社 長 藤 田 武 敏 株式会社システムイン国際　取締役

取 締 役 相 良 正 弘 施工サービス事業部　事業部長

取 締 役 角 谷 岳 志

グローバル事業部　事業部長
Mirador Building Contractor Pte. Ltd.　
Managing Director
Golden Light House Engineering Pte. Ltd.　
Managing Director
Daisan Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 和 田 誠 一

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 豊 田 孝 二 アクシア法律会計事務所　所長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 成 末 奈 穗 弁護士法人オルビス　弁護士

４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2023年４月20日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）豊田　孝二氏および取締役（監査等委員）成末　奈穗氏は社外取締役でありま
す。

２．取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、以下のとおり、財務および会計に関する相当程度の知見を有
しております。
・取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、公認会計士の資格を有しております。

３．当社は取締役（監査等委員）豊田　孝二氏および取締役（監査等委員）成末　奈穗氏を東京証券取引
所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当および重要な兼職の状況

石　光仁 2022年11月1日 辞任 取締役（監査等委員）
公認会計士税理士石　光仁事務所所長

４．監査等委員会設置会社のもと、社外取締役２名・取締役1名で構成される監査等委員会が主体とな
り、内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しておりますが、遠隔での監査が実施しやすいよ
うに、グループウェアのＩＤを割当て、常に社内資料の確認ができるなどの環境整備を行っておりま
す。

５．当事業年度中に退任した取締役（監査等委員）は次のとおりであります。

⑵　取締役の報酬等
　当社は、2021年２月２日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針
を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬などの内容の決定方法
および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとお
りです。

ａ．固定報酬（基本報酬・役職報酬）に関する方針
　固定報酬については、等級と役職により、その支給額を定めており、等級については定時株主総会
後の取締役会の決議により洗い替えることとしております。なお、報酬の支給方法は、役員報酬規程
に定め支給しております。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
　業績連動報酬については、決算調整前の営業損益によって決定される従業員賞与の支給月数を指標
とし、毎年５月度に開催される取締役会で協議の上、その支給額を決議し、７月に支給することとし
ております。なお、取締役会での協議においては、支給時期の経営環境、財政状態を考慮し、一律に
支給するものとせず、減額もしくは支給しないことを検討することにしております。

－ 29 －



株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

事
業
報
告

2023/06/08 8:15:29 / 23996770_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

新株予約権等の状況、会社役員の状況

区　　分 報酬等の額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数固定報酬 業績連動報酬
取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

85,570千円
(－千円)

85,570千円
(－千円)

－千円
(－千円)

５名
（－名）

取締役（監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

13,062千円
(9,300千円)

13,062千円
(9,300千円)

－千円
(－千円)

４名
（３名）

合計
（う ち 社 外 役 員）

98,632千円
(9,300千円)

98,632千円
(9,300千円)

－千円
(－千円)

９名
（３名）

　監査等委員である取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
ａ．固定報酬（基本報酬・役職報酬）に関する方針

　各監査等委員である取締役に対する支給金額は、定時株主総会後に開催される監査等委員会におい
て、監査等委員である取締役の協議により決定するものとしております。なお、報酬の支給方法は、
役員報酬規程に定め支給しております。
　また、役員報酬規程に定めるとおり、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、監査等委
員である取締役の協議により決定するものとしております。各監査等委員である取締役に対する具体
的金額、支給の時期等は、監査等委員である取締役の協議によるものと決議されております。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
　取締役（監査等委員である取締役を除く）と執行役員に対する有効な監査・監督機能の発揮を期待
される立場から、固定報酬のみとしております。

当事業年度にかかる報酬等の総額

（注）2015年７月９日開催の第41期定時株主総会の決議による役員報酬限度額は、取締役（監査等委員である
取締役を除く）分が年額120,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、監査等委
員である取締役分が年額15,000千円以内であります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）の員数は３名、監査等委員である取締役の員数は３名であります。

　　　上記のほか、2021年7月6日をもって退任した取締役（監査等委員）裵　薫氏に対する1ヵ月分の役員報
酬について、支払い時期に齟齬があり、最終月である2021年7月分の役員報酬300千円の支払いを行い
ました。

　　　上記のほか、2022年７月６日をもって退任した取締役　岡光　正範氏について、役員就任月に役員報酬
と使用人分給与の差額が未精算であることが判明したため、2011年7月差額分167千円の支払いを行い
ました。また、役員退任時の１ヵ月分の役員報酬について、支払い時期に齟齬があり、最終月である
2022年7月分の役員報酬1,150千円の支払いも合わせて行いました。

　　　上記のほか、第48期定時株主総会の終結の時をもって取締役を退任した岡光　正範氏に対し、過年度の
事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金繰入額と、在職中の功労に応じて役員
退職慰労金規程に基づく功労加算金1,380千円支給することを取締役会で協議して決定しております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　　・2022年11月1日をもって辞任いたしました取締役（監査等委員）石　光仁氏は、公認会
　　　計士税理士石光仁事務所の所長でありました。当社は公認会計士税理士石光仁事務所との
　　　間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、アクシア法律会計事務所の所長であります。
当社はアクシア法律会計事務所との間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）成末　奈穗氏は、弁護士法人オルビスの弁護士であります。
当社は弁護士法人オルビスとの間には特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
　当事業年度における監査等委員会の主な活動状況として、監査等委員会を月１回開催し、内
部統制システムの整備・運用状況、コンプライアンス遵守等を中心に協議を行い、内部監査員
同行による事業所・子会社への往査と従業員への質問、業務の観察、社内規程の閲覧等を進
め、特に業務の有効性および効率性、法令の遵守状況について監査を行い、適宜取締役会にお
いて経営に関わる各種の提言をいたしました。具体的な内容としては、従業員への質問を通じ
た労働法・社内規程の遵守状況、ハラスメントの発生状況、資産の管理状況、中期経営計画の
進捗などの確認を委員自ら調査するほか、監査等委員会に関連当事者を招致しての質問、合議
体の議事録閲覧、補助者を利用しての社内アンケート実施等により得られた情報をもとに、職
業的専門家として、課題抽出、経営陣への提言等を行いました。そのほか、会計監査人に対
し、監査計画に則って適切に監査時間が確保できているかを四半期毎に計画との差異を報告さ
せるなど、連携強化に取り組みました。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

出席状況および社外取締役に期待される役割
に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員） 石 光仁

　2022年11月1日に辞任するまで、当事業年度に開催された取締役
会に7回出席し、また、監査等委員会に6回出席いたしました。
　取締役会については、財務・会計の専門家として、業務執行に対す
る適法性・妥当性の確認を行い、議決権行使をするだけでなく、社外
での経営に関するアドバイザーとしての知見をもとに、経営課題等、
広い範囲で意見や提言をしております。
　また、監査等委員会においては、会計監査人の業務内容や、財務報
告に係る内部統制の体制、内部監査における会計上のモニタリング実
施状況等について適宜、必要な発言を行い、必要があれば内部監査室
と連携の上、調査、報告の指示を行っております。そのほか、経営幹
部や幹部候補の社員に対し、財務に関わるマネジメントの指導を行う
など、人財の育成にも取り組みました。

取締役（監査等委員） 豊 田 孝 二

　当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、また、監
査等委員会13回の全てに出席いたしました。
　取締役会については、弁護士および公認会計士として、過去の計算
書類等の閲覧、他の取締役や内部監査員への質問、データ分析の手続
きを中心に行い、職業的専門家としての見地より企業統治の状況確認
を行い、社外の立場から必要な提言をしております。
　また、監査等委員会においては、当社のグループウェアから得られ
る合議体の議事録の閲覧、内部通報窓口・社内アンケートからの情報
に基づき、全社課題の抽出と委員会での協議のほか、重要な社内規程
の運用状況を監査し、規程変更の必要性を進言するなど、社内のリス
ク評価に努め、業務改善のための提言に繋げました。

取締役（監査等委員） 成 末 奈 穗

　当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、また、監
査等委員会13回の全てに出席いたしました。
　当社初の女性取締役として、ダイバーシティに関わる課題や、内部
通報窓口に寄せられた法的問題に対する助言、ハラスメント研修の講
師を務める等、職場環境改善に向け取り組みました。
　取締役会については、弁護士として多数の企業法務経験と大阪地方
裁判所の建設関係紛争の集中部における非常勤裁判官の経験を活か
し、取締役の職務執行に対する監督、助言をしております。
　また、監査等委員会においては、事業所の従業員との個別ヒアリン
グの実施結果や、内部監査室の監査結果等をもとに、全社課題を抽出
し、働きやすい職場環境づくりのための提言に繋げました。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

③　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（監査等委員）豊田　孝二氏、取締
役（監査等委員）成末　奈穗氏および取締役（監査等委員）和田　誠一氏との間で、同法第
423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が定める額としております。
　なお、2022年11月1日をもって辞任により退任いたしました取締役（監査等委員）石　光
仁氏とも、同様の責任限定契約を締結しておりました。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役、執行役員および管理職従業員等であ
り、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の法律上の損害賠償
金等の損害を填補することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれ
ないようにするため、被保険者が違法に利益又は便宜を得たことや、犯罪行為、不正行為、詐欺
行為等の場合には填補の対象としないこととしております。
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会計監査人の状況

支払額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19,404千円

・当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19,404千円

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の報酬の額を同意するにあたり、取締役、情報取扱責任者、経理財務課
責任者および職務を補助すべき使用人として指名した内部監査室員および内部統制委員会委員より提
供された情報と、会計監査人より提供された過年度の監査結果の監査工数、監査手続等の職務遂行状
況の報告、並びに品質管理システムの整備・運用状況の概要報告を踏まえ、当事業年度の監査計画お
よび報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額は適正であると判断し、同意をいたし
ました。

３．当社の海外子会社Mirador Building Contractor Pte. Ltd.については、当社の会計監査人以外の監
査法人（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、原則として、
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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連結貸借対照表

（2023年４月20日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流　　動　　資　　産】
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
賃 貸 用 仮 設 材
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

【固　　定　　資　　産】
（有　形　固　定　資　産）
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
その他の有形固定資産

（無　形　固　定　資　産）
その他の無形固定資産

（投 資 そ の 他 の 資 産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金　

【6,182,568】
1,267,362
2,133,875
128,048
805,736
244,899
266,554
1,280,801
87,382
△32,093

【3,914,524】
（2,747,095）
989,268
77,085

1,656,757
23,983

（129,512）
129,512

（1,037,916）
675

184,648
14,812
107,595
753,926
△23,741　

【流　　動　　負　　債】 【3,794,128】
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 509,133
電 子 記 録 債 務 272,816
短 期 借 入 金 1,792,640
1年内返済予定の長期借入金 139,996
リ ー ス 債 務 83,285
未 払 法 人 税 等 770
賞 与 引 当 金 146,469
そ の 他 の 流 動 負 債 849,017

【固　　定　　負　　債】 【923,771】
長 期 借 入 金 618,353
債 務 保 証 損 失 引 当 金 34,199
リ ー ス 債 務 40,963
繰 延 税 金 負 債 6,860
資 産 除 去 債 務 139,193
そ の 他 の 固 定 負 債 84,200

負 債 合 計 4,717,900
純 資 産 の 部

【株　　主　　資　　本】 【5,259,440】
（資　　　　本　　　　金） （100,000）
（資　 本 　剰 　余 　金） （930,603）
（利　 益 　剰 　余 　金） （5,147,849）
（自　 　己 　　株 　　式） （△919,012）

【 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 】 【119,752】
（その他有価証券評価差額金） （△33）
（ 為 替 換 算 調 整 勘 定 ） （119,785）
純 資 産 合 計 5,379,192

資 産 合 計 10,097,092 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,097,092

連 結 貸 借 対 照 表

　(注)　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2022年 4 月21日から
2023年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,512,283
売 上 原 価 7,577,871

売 上 総 利 益 2,934,412
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,998,128

営 業 損 失 63,715
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,249
受 取 配 当 金 142
不 動 産 賃 貸 料 4,394
助 成 金 収 入 70,645
そ の 他 の 営 業 外 収 益 19,643 101,076

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,728
為 替 差 損 1,869
減 価 償 却 費 4,969
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,350
そ の 他 の 営 業 外 費 用 3,724 38,642

経 常 損 失 1,281
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,903 2,903
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 33
固 定 資 産 除 却 損 886
減 損 損 失 971,854
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 31,399 1,004,174

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,002,553
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 42,550
法 人 税 等 調 整 額 △26,840 15,709
当 期 純 損 失 1,018,262
非支配株主に帰属する当期純損失 1,525
親会社株主に帰属する当期純損失 1,016,737

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年 4 月21日から
2023年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当連結会計年度期首残高 566,760 523,015 6,299,257 △918,983 6,470,049
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △134,670 △134,670
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ） △1,016,737 △1,016,737

資本金から資本剰余金
へ の 振 替 △466,760 466,760 ー

自 己 株 式 の 取 得 △29 △29
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 加 △59,171 △59,171

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 △466,760 407,588 △1,151,407 △29 △1,210,608
当連結会計年度末残高 100,000 930,603 5,147,849 △919,012 5,259,440

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 為 替 換 算 調 整 勘 定 その他の包括利益累計額合計
当連結会計年度期首残高 △37 63,560 63,522 33,125 6,566,697
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △134,670
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ） △1,016,737

資本金から資本剰余金
へ の 振 替 ー

自 己 株 式 の 取 得 △29
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 加 △59,171

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

4 56,224 56,229 △33,125 23,103

連結会計年度中の変動額合計 4 56,224 56,229 △33,125 △1,187,505
当連結会計年度末残高 △33 119,785 119,752 － 5,379,192

連結株主資本等変動計算書

(注)　１．2022年６月の取締役会における剰余金処分項目70,541千円および2022年12月に実施しました中間
配当 64,128千円であります。

２．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2023年４月20日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【 流 　 　 動 　 　 資 　 　 産 】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品
製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
賃 貸 用 仮 設 材
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

【 固 　 　 定 　 　 資 　 　 産 】
（ 有 　 形 　 固 　 定 　 資 　 産 ）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

（ 無 　 形 　 固 　 定 　 資 　 産 ）
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

（ 投  資  そ  の  他  の  資  産 ）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
更 生 債 権 等
保 険 積 立 金
差 入 保 証 金
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金　

【5,232,646】
957,277
56,975
128,048
1,282,775
225,821
89,542
716,193
244,899
265,457
1,097

1,203,907
3,323
48,521
11,835
△3,031

【3,716,535】
(2,403,655)
441,749
204,078
77,085

0
15,112

1,656,757
8,871

(129,512)
117,316
12,195

(1,183,367)
675

599,164
441

97,343
184,457
325,026
△23,741　

【 流 　 　 動 　 　 負 　 　 債 】 【2,692,463】
支 払 手 形 4,679
電 子 記 録 債 務 273,247
買 掛 金 427,998
短 期 借 入 金 1,000,000
１ 年 内 返 済 長 期 借 入 金 139,996
未 払 金 128,904
未 払 法 人 税 等 770
未 払 消 費 税 等 44,725
未 払 費 用 282,053
賞 与 引 当 金 146,469
そ の 他 の 流 動 負 債 243,618

【 固 　 　 定 　 　 負 　 　 債 】 【877,525】
長 期 借 入 金 618,353
資 産 除 去 債 務 132,298
債 務 保 証 損 失 引 当 金 34,199
そ の 他 の 固 定 負 債 92,673

負 債 合 計 3,569,988
純 資 産 の 部

【 株 　 　 主 　 　 資 　 　 本 】 【5,379,225】
（ 資 　 　 　 　 本 　 　 　 　 金 ） (100,000)
（ 資 　  本  　 剰  　 余  　 金 ） (1,116,620)
資 本 準 備 金 649,860
そ の 他 資 本 剰 余 金 466,760

（ 利 　  益  　 剰  　 余  　 金 ） (5,081,618)
利 益 準 備 金 49,795
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,031,823
別 途 積 立 金 3,328,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,703,823

（自　 　己 　　株 　　式） (△919,012)
【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 【△33】
（ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ） (△33)
純 資 産 合 計 5,379,192

資 産 合 計 8,949,181 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,949,181

貸　借　対　照　表

　(注)　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2022年 4 月21日から
2023年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
施 工 売 上 高 7,089,919
製 商 品 売 上 高 1,602,035
そ の 他 売 上 収 入 67,907 8,759,862

売 上 原 価
施 工 売 上 原 価 5,067,589
製 商 品 売 上 原 価 1,101,678
そ の 他 売 上 原 価 14,039 6,183,307

売 上 総 利 益 2,576,555
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,405,118

営 業 利 益 171,436
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,392
受 取 手 数 料 356
受 取 保 険 金 等 862
そ の 他 の 営 業 外 収 益 9,383 16,994

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,861
減 価 償 却 費 1,253
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,350
そ の 他 の 営 業 外 費 用 4,934 15,399

経 常 利 益 173,031
特 別 損 失

減 損 損 失 279,516
固 定 資 産 除 売 却 損 886
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,287,092
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 31,399 1,598,895

税 引 前 当 期 純 損 失 1,425,863
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 42,550
法 人 税 等 調 整 額 △25,502 17,047
当 期 純 損 失 1,442,911

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2022年 4 月21日から
2023年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資
本 合 計資本準備金 そ の 他 資

本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 566,760 649,860 － 649,860 49,795 3,328,000 3,281,405 6,659,200 △918,983 6,956,837
事業年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △134,670 △134,670 △134,670
資本金からその他
資本剰余金への振替 △466,760 466,760 466,760 ー

当期純損失（△） △1,442,911 △1,442,911 △1,442,911
自 己 株 式 の 取 得 △29 △29
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △466,760 － 466,760 466,760 － － △1,577,582 △1,577,582 △29 △1,577,611
当 期 末 残 高 100,000 649,860 466,760 1,116,620 49,795 3,328,000 1,703,823 5,081,618 △919,012 5,379,225

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 △37 △37 6,956,800
事業年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △134,670
資本金からその他
資本剰余金への振替 ー

当期純損失（△） △1,442,911
自 己 株 式 の 取 得 △29
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

4 4 4

事業年度中の変動額合計 4 4 △1,577,607
当 期 末 残 高 △33 △33 5,379,192

株主資本等変動計算書

(注)　１．2022年６月の取締役会における剰余金処分項目70,541千円および2022年12月に実施しました中間
配当 64,128千円であります。

２．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 井 　 巌 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 有 久 　 衛 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年６月６日

株 式 会 社 ダ イ サ ン
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　大阪事務所　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ダイサンの2022年４月21日
から2023年４月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ダイサン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計
算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報
告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実
施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 井 　 巌 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 有 久 　 衛 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年６月６日

株 式 会 社 ダ イ サ ン
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　大阪事務所　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイサンの2022年４
月21日から2023年４月20日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

－ 45 －
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年4月21日から2023年4月20日までの第49期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役
会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連係の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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2．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監 査 等 委 員 和 田 誠 一 ㊞
監査等委員（社外） 豊 田 孝 二 ㊞
監査等委員（社外） 成 末 奈 穗 ㊞

2023年６月６日
株式会社ダイサン　監査等委員会

（注）監査等委員 豊田 孝二及び成末奈穗は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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地図

( 駐車場の用意はいたしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。 )

株主総会会場ご案内

　　開催場所が昨年と異なりますので、お間違いのないようお願い申し上げます。

会　場　大阪市中央区南船場2丁目12番22号
　　　　TKPガーデンシティ心斎橋南船場　2階「バンケット２A」
　　　　　電話　06－4797－6610（代表）

交　通　大阪メトロ（地下鉄）　堺筋線　長堀橋駅2－Aからクリスタ長堀
　　　　経由　北5番出口徒歩１分
　　　　大阪メトロ（地下鉄）　長堀鶴見緑地線　長堀橋駅2－Aからクリス
　　　　タ長堀経由　北5番出口　徒歩1分
　　　　大阪メトロ（地下鉄）御堂筋線　心斎橋駅 北10番出口　徒歩5分
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